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○ 漁港・漁場の施設の設計参考図書の改訂について

【設計】
・性能規定化に対応した設計を推進するとともに、より的確で合理性の高い照査の確立に努める
・気候変動の影響に伴う将来の潮位偏差の増大、波浪の強大化、海面水位の上昇などによる外力の長期変化など

を十分に考慮

設計の基本的な考え方（漁港漁場整備基本方針）

対応

〇2015年版「漁港・漁場の施設の設計参考
図書」作成から８年経過

〇気候変動適応策に関する昨今の動向
・気候変動適応法の施行（平成 30 年）
・「日本の気候変動 2020」（文部科学省、気
象庁）等の知見の蓄積 等

課題

●設計に係る技術的知見の反映
・気候変動に関する知見

・津波流れに対する被覆材の安定質量の
算定方法

・設計沖波の点検方法
・照査用震度の適用範囲
・漁場の施設の安定性照査方法 等

●新たな技術的知見の反映
《内容》
・気候変動適応策の導入
・津波流れに対する被覆材所要質量算定式の変更
・設計沖波の点検・見直し方法の追加
・照査用震度の適用範囲の拡大
・漁場の施設に係る安定性照査方法の変更 等

《期待される効果》
・気候変動に係る国内外の情勢への対応
・より合理性の高い施設の設計が可能

●気候変動適応策については、別途「漁港施設等
における気候変動適応策の設計に係る手引き」
を作成
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○ 漁港・漁場の施設の設計図書の変遷

漁港構造物の
設計ガイド

（平成6年度版）

漁港の技術指針
1999年版

漁港構造物標準設計法
初刊（昭和45年1月）

1976年改訂版
1984年改訂版

1990年版

沿岸漁場整備開発事業
施設設計指針
（平成4年度版）

漁港･漁場の施設の
設計の手引

2003年版

漁港・漁場の施設の
設計参考図書

2015年版

・性能設計の導入
・技術的な課題解決

平成 23 年東日本大震災を踏まえた

漁港施設の地震・津波対策の基本的
な考え方 等 通知・その他

沿岸漁場整備開発事業
構造物設計指針

初刊（昭和53年度版）
昭和59年度版
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漁港・漁場の施設の
設計参考図書

2023年版

技術的な課題解決
・気候変動適応策の導入 等



○ 漁港・漁場の施設の設計参考図書の位置付け

漁港漁場整備法

漁港漁場整備事業の
推進に関する基本方針

第6条の2：
農林水産大臣は、漁港漁場整備事業の推進に関する
基本方針を定めなければならない。

Ⅲ 漁港漁場整備事業の施行上必要とされる技術的指針に
関する事項：

性能規定化に対応した設計の推進が必要

漁港・漁場の施設の
設計参考図書

「基本方針」及び「細目通知」の詳細な解説
漁港・漁場の施設の設計に関する技術的な参考図書

漁港漁場整備事業の
施行上必要とされる
技術的指針の細目

「技術的指針」の解釈と運用：
漁港・漁場の施設の設計の基本的な考え方並びに各漁港・
漁場の施設の目的、要求性能及び性能規定

4



○ 気候変動適応策の導入

ポイント 気候変動に伴う将来の外力変化に適応した設計を導入

背景

「漁港漁場整備事業の推進に関する基本方針」（令和４年３月）において、海面水位、潮位
偏差、波浪等外力の長期変化を十分に考慮することとされている。沿岸部に及ぼす気候変
動の影響に関する研究は着実に進んでおり、「日本の気候変動2020」（文部科学省、気象
庁）によれば、平均海面水位は 100 年以上の長期にわたって上昇を続けることなどから、
将来の気候変動の影響を前提とした施設設計に着手する必要がある。

概要

○設計潮位と設計波の設定

・設計潮位の設定にあたり、平均海面水位や高潮
偏差の将来変化量を踏まえた潮位の検討を行う。

・設計波の設定にあたり、波浪の将来変化量を踏
まえた波高、周期、波向の検討を行う。

期待される効果
 高潮・波浪等に対する漁港施設等の長期的な安全性の向上
 現在の係留施設や用地の利用性等を考慮した、将来の外力変化への対応
 漁港施設の改良・補修等と、将来必要となる気候変動適応策の一体的・効率的な実施
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○具体的な検討方法や適応策の検討方法については、 「日本の気候変動2020」（文部科学省、気象庁）より水産庁作成

「漁港施設等における気候変動適応策の設計に係る手引き」を参考にできる。

・地域の実情に応じて気候変動適応策を柔軟に導入できるよう、複数の整備シナリオ（先
行型対策・直前型対策・順応型対策）を提示。

外力
平均海面

水位

予測内容

世界平均
海面水位
と同程度
に上昇す
る

北半球の
低～中緯
度帯では
風の変化
に対応し
強まる

東京湾、
大阪湾及
び伊勢湾
の最大潮
位偏差は
大きくな
る

地球温暖
化条件下
で日本付
近の台風
の強度が
強まる

極端な高
波の波高
は多くの
海域で高
くなる

確信度 高 低 中 中 低

高潮偏差 波浪



○ 津波流れに対する被覆材所要質量算定式の変更

ポイント 津波流れに対する被覆ブロックの所要質量の算定方法を見直し

背景

津波における防波堤等施設の被災原因の一つとして、強い流れにより施設の基礎部を
保護する被覆ブロックの流失が挙げられる。被覆ブロックの津波流れに対する安定性の適
切な評価は重要な課題であり、水理模型実験等から得られた新たな知見に基づき合理的
な安定質量算定式へ見直す必要がある。

期待される効果
津波流れに対する被覆ブロックの所要質量算定の合理化

非越流時の被覆材所要質量の新算定式

概要

○非越流時における根固・被覆ブロックの安定質量算定式
（イスバッシュ式）について、方塊型ブロックによる水理模
型実験に基づき、適応水位を考慮した新たな安定質量
算定式を定める。

○防波堤の堤頭部では、複雑な流況条件のためにブロック
の安定性が低下する可能性があり、堤頭部での安定質
量の増加について参考となる知見を示す。

水面

マウンド

法肩

法尻

𝑀𝑀 =
𝜌𝜌𝑟𝑟𝑈𝑈6

𝑔𝑔3𝑥𝑥6 𝑆𝑆𝑟𝑟 − 1 3cos3𝜃𝜃
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𝑥𝑥 = �1.96 ⁄ℎ ℎ𝑀𝑀 ≥ 2.7
0.52 ⁄ℎ ℎ𝑀𝑀 + 0.56 2.7 > ⁄ℎ ℎ𝑀𝑀 ≥ 1.4

係数𝑥𝑥の算定式（方塊ブロックの場合）



○ 設計沖波の点検・見直し方法の追加

ポイント 設計沖波の点検及び見直しの方法を提示

背景

近年全国で波高の増大及びこれに伴う施設被害が報告されており、気候変動による災害
リスクの増大も懸念されるため、波浪の長期的変動傾向や既往の波浪推算手法の有用性
等を考慮し、定期的に設計沖波の点検・見直しを行う必要がある。

設計沖波の点検・見直しのフロー図（概略）

概要

○点検内容を一次点検（簡易）と二次点検（詳細）に分け、
効率的に必要な点検を行う。

○設計沖波の一次点検は、「前回の設計沖波設定から
概ね10年が経過したとき」に行うことを基本とするが、
10年経過しない場合でも以下のような事象が確認さ
れた場合は適宜実施する。
・高波浪による甚大な災害が発生した場合
・越波の頻度や打ち上げ高が高くなっている場合
・岸壁・用地への浸水が多発している場合

期待される効果
漁港の波浪等に対する安全性向上
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設計沖波の点検時期の基準

一次点検（簡易）※概ね10年間隔

二次点検（詳細）

見直し 点検終了



○ 照査用震度の適用範囲の拡大

ポイント 重力式・控え直杭式矢板式の係船岸の照査用震度の導入

背景

すべての係船岸に対して実施する、レベル１
地震動の耐震性能の照査について、地震動の
再現性をより高めるため、来襲する地震動の
周波数特性と構造物に生じる変形量を考慮し
た設計水平震度（照査用震度）の適用範囲に
ついて見直し（拡大）を行う。

期待される効果
地域や地盤の特性を反映した耐震設計の実現

概要

○これまでの算定方法の適用範囲は、重力
式係船岸の適用水深-2.0m～-5.5mに限定

していたが、妥当性評価事例結果をもとに、
全水深で適用可能とする。

○重力式係船岸に加え、控え直杭式矢板式
係船岸についても、適用水深-2.0m～-5.5m 
で適用可能とする。
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重力式係船岸 断面図

控え直杭式矢板式係船岸断面図



○ 漁場の施設に係る安定性照査方法の変更

ポイント 沈設魚礁の安定性照査方法を見直し

背景

沈設魚礁の整備は、施設の大型化、構造や材料の複雑化・緻密化、波浪のより厳しい
海域への適用が進んでいるが、現在の設計法は波の不規則性等の知見が反映されて
おらず、規則波に対する簡略的な算定手法を用いている。このため、近年の水理模型実
験等による知見を踏まえ、設計の高度化を図る必要がある。

期待される効果
適切な施設の構造、規模、配置等の検討による沈設魚礁の安定性向上

概要

○沈設魚礁設置後の流体力の作用に対し、
移動や揺動によりその機能が損なわれる
ことのないよう、滑動・転倒に対する安定
性照査法を示す。

〇魚礁の安定性照査に用いる最大流体力
Fmaxの算定は、波の不規則性、波と流れの

共存・交差等を適切に評価する必要があり、
新たな算定方法を定める。

最大流体力Fmaxの算定

波浪条件H′0 、T0（または
H1/3 、T1/3 ）、海底勾配
tanβ、水深h、流れの速度
Uc
注1、波と流れの交差角

θ注2の設定

参照波高Hrefの算定

最大流速波形の
UaとTppの算定

t

Um

u

0

流速全振幅が最大となる
ゼロダウンクロス波

0

Tz p

umax

umin

2Ua

流速全振幅が最大となる
ゼロ・ダウン・クロス波

Tzp
Tpp

最大流体力Fmaxの算定手順と最大流速波形、Ua、Tpp及びTzpの定義
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○ 漁場の施設に係る安定性照査方法の変更

ポイント 着底基質の安定質量算定式を見直し

背景

藻場礁に用いる着底基質（石材）の安定
質量について、設置方法と最大流速のみ
を考慮した簡略的な設計手法から、近年の
知見を踏まえより合理的な設計法に見直
す必要がある。

期待される効果
適切な基質材の規模・配置等の検討による所要質量算定の合理化

概要

〇これまで考慮していなかった底面の摩
擦、石材の形状や大きさ等を考慮する
とともに、石材の敷詰め密度等の影響
を適切に評価し、着底基質（石材）の
安定質量を算定することを原則とし、
新たな安定質量算定式を示す。
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新算定式の一部抜粋
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